
1　事業の概要

①　成果目標（H27)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

がん対策推進協議会の設置 直接

本県のがん対策を総合的に議論する場を設置し、が

ん対策推進計画の進捗管理を行った。（委員：１８人

（医療関係者、学識経験者、がん患者会、経済労働団

体等）。年１回開催）

326 156 326

在宅がん緩和ケア地域連携事業 直接

がん診療連携拠点病院と連携し、地域連携パスの整

備を進めるとともに、診療所医師等に対し、在宅がん

緩和ケアに関する知識と技術の研修会を２回開催

2,360 493 748

がん診療施設設備整備事業 補助金

がん治療に必要な施設設備を整備するための補助

（補助率1/3）　対象：小諸厚生総合病院、北信総合病

院

21,600 21,600 22,811

○がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）の減少

○がん診療連携拠点病院の医療の質の向上（現地調査の実施：２拠点病院）

○がん診療連携拠点病院等の相談機能を強化（がん患者に対する社会的相談支援の拡充）

○緩和ケア研修会の開催：県内10ヵ所、約150名の受講を予定

Ｈ27
H28

目標

H26末

（実績）
目標 成果 達成状況

減少

２病院

7,500 2,500

がん診療連携拠点病院等へ社会保険労務士を派遣

し、がん患者、家族への就労を支援（195人）

2,183 1,486 2,009

906

1,086 269 1,389

合計 163,589 126,897

11病院

277名

達成

11病院

250名

64.6

（H26)

68.3

(H26)

未達成

達成２病院 ２病院 ２病院

10病院

150名

10病院

150名

143,917

○がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）の減少：60.6（H29）

○がん患者が居住地域にかかわらず等しく適切な医療が受けられる体制の整備

○がん患者の意向を尊重したがん医療の提供

○がんによる死亡率（75歳未満年齢調整死亡率）：66.1（H25）

○がん診療連携拠点病院の整備数：６医療圏、８病院（H26）

○全ての医師を対象とした緩和ケア研修会の開催（H20～H25で1,014名が修了）

○がん患者・家族、医療関係者、行政関係者等から構成するがん対策推進協議会の開催：１回（H25）

成果目標の達成状況

項目

がん年齢調整死亡

率

拠点病院等の調査

緩和ケア研修会の

開催

事業番号 05 06 02 事業改善シート （27年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）がん対策総合推進事業（医療）
担

当

課

部局 健康福祉部

５　疾病対策の推進 実施期間 H18 ～

県が関与

する理由

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

国の制度として県を実施主体とする補助金

がん対策基本法、信州保健医療総合計画

課・室 保健・疾病対策課

総合５か年

計画
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施策の総合的展開

６－１ 健康で長生きできる地域づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

相談連携病院整備事業 補助金

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H27事業実績

H27 H28

（当初） （決算） （当初）

 がん診療連携拠点病院整備事業

補助金

直接

がん診療連携拠点病院へ運営費を補助 （相談支援、

院内がん登録、研修などに要する経費）

国制度改正による補助単価の減

128,534 94,487 114,134

国庫返還金 直接 H26事業確定に伴う返還金 0

相談連携病院設置のための運営費等を補助 （相談支

援、院内がん登録、緩和ケアに要する経費）

7,500

がん患者への就労支援推進事業 直接

149,000 163,589 143,917

合計（A) 133,703

がん先進医療費利子補給事業 補助金

がんの先進医療が早期に保険診療となるよう県内の実

施医療機関へ研究費を補助

143,917

66.1

（H25）

27年度27年度27年度27年度 28年度

当初予算 132,582

補正予算 1,121 △ 32,294

区　　分（単位：千円） 25年度 26年度

Aの

財源

149,000 131,295

概　算

人件費

1.20 1.20 1.20 1.20

9,910

129,929 139,474 126,897

9,931

3,680 3,680 25,280 25,311

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

「平成26年度県民協働による事業改善」において充実が求められた「がん患者への就労支援」など、事業の充実を図る。

目標に対

する成果

の状況

がん年齢調整死亡率については、平成26年に上昇したものの総じて減少傾向にあり、長野県がん対策推進計画（信州保健医療総合計

画に包含）の目標値60.6(H29)達成のため、総合的にがん対策を推進していく。

 概算事業費（B（A）+C） 139,839 149,384 136,828 153,848

9,910 9,931

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

64,758 80,434 49,833 58,340

65,265 64,886 56,182 60,266


